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概要

本稿は、ゲーム理論を用いた経済実験による経済学教育の効果と限界を論じる。我々は 2005年から学部

の講義に経済実験を導入しミクロ経済学を教える試み実施してきた。その結果、我々は学生たちが実験から

学ぶことは、必ずしも教員が学生たちに期待することではないという事を発見した。しかし質問紙調査か

ら、実験に参加した学生が経済学の知識を深めていることは、明らかであり実験に参加することでしか得ら

れない知見を深めることも明らかとなった。2007年度後半、および 2008年度から我々はゲーム理論を用

いた複占企業実験を学部教育として実施する一方で、実験室で貨幣インセンティブをもちいて同様の実験

を実施した。教室実験と実験室実験の結果から学生の実験内での行動とその原因はインセンティブが大き

く関わっていることが明らかとなった。本稿はその結果とまとめである。本稿はその結果とまとめである。

　

1 はじめに

経済実験は、いまや経済研究の有力な方法の一つとして認められているが、経済学教育との関わりも深い。

じっさい Smith (1962)の市場実験は、もともと学部教育のために開発されたものであった。その後も多くの

教育用実験が開発され、いまでは実験による経済学による教科書や教育用実験のサイトも存在する。しかし教

育実験への参加は、学生たちの満足（面白かった）と主観的な習得感（勉強になった）を高めるが経済学の客

観的理解を必ずしも高めない。そこで著者たちは、京都産業大学経済学部のミクロ経済学の講義のなかで組織

的に市場実験を行うとともに、学生たちの意識と理解を確かめるための質問紙調査と試験を行った。本稿はそ

のまとめであり、実験による経済教育の効果と限界を明らかにする。*1

本稿の構成は以下の通りである。

第 2節は、著者たちが行った市場実験の概要と結果を述べる。実験はいずれも市場実験であり、経済学部 2

年生を主体とする学生たちに、屋外での多人数のオーラル・ピット・マーケットと経済実験室の情報環境を利

用するダブル・オークションを、設定を少しずつ複雑にしながら行った。実験結果は既存の市場実験の結果と

一致し、学生たちが通常期待される程度に実験を理解して真面目に取りくんだことが確認された。

第 3節は、市場実験のまとめと問題点の提起である。学生たちの実験での得点と実験についての試験の得点

を比較することによっても、学生たちの実験中の思考と実験についての理解の不一致は確認された。どの実験

においても、実験の得点と試験の得点に有意な相関は見られなかった原因を考察し、2005年度から 2007年の
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学部教育の中で経済実験を使って講義をすることで、我々が得た知見をまとめている。

第 4節は、2007年度、学部の授業内で実施したゲーム理論を用いた複占企業実験の説明と実験結果をまと

めている。

第 5節は、上記の実験の総括である。

第 6節は、2007年度に実施した実験室内で行われた複占企業実験の説明と実験結果のまとめである。

第 7節は、2007年度実施した複占企業実験の教室実験と実験室実験の結果を比較・考察し、問題点と今後

の展望を論じる。

2 実験で経済学を教えられるか？ (市場実験による検証）
2005年度から 2007年度春学期にかけて、市場実験による経済学教 育の効果を調べた。具体的には、小田

が京都産業大学経済学部で担当する 2年生配当の『ミクロ経済学 A』で、市場実験（屋外での 100余名のオー

ラル・ピット・マーケットと経済実験室の情報環境を利用するダブル・オークション）を、毎回の実験に学生

に教えるテーマを反映させ設定を少しずつ複雑にしながら 3回実施し、実験ごとに質問調査・試験（実験の設

定と結果を教え、実験における市場供給曲線と市場需要曲線を描かせる）・講義（解答と解説）を行った。

じっさい実験,試験あるいは試験の終了後に学生の実験への取組や感想を知るために実施した質問調査への

回答も考慮すると、学生たちの実験への参加と実験の理解は本稿の図 1「流れ図」のように進むこと（進まな

いこと）が示唆される。

研究の要約は以下の通りである。

• 熱心に実験に取組む学生ほど実験での儲け（売手または買手として余剰をどれだけ獲得したか）は大き
くなる傾向があるが、実験でどれだけ稼いだかと試験での得点は相関せず、学生が真面目に実験に取組

んだか否かは、試験の得点とは無関係である。

• 実験で直接経験することの効果は間接的に経験することの影響よりも実験について正しく推察できる
が、正しく推察できるからといって、それを経済学の言葉で的確に表現できるとは限らないということ

である。

　　　
3 効果と課題
　実験のなかでの学習と実験についての考察が相関しないであろうとは予測がついていた。なぜならば、今

回実施した市場実験は市場均衡に達することと、市場の構造を知ることはもともと関連性がない。市場均衡は

実験の設定によって決まるのであって実験の結果は均衡の導出には意味を持たない。(図 2）しかし全く実験

をすることが意味を持たないという事ではない。2007年度は実験の効果を比較するために、初歩的なピット

マーケット実験を１回は行ったが残り 2つの実験については座学の講義にて実験の説明を行ったのち、2005

年度、2006年度と同様の試験を行った。2007年度の試験結果を 2005年度、2006年度の試験結果と比較する

と、学生が実験に参加すれば経験的に気がつく部分が存在することがわかった。具体的には学生が実験からの

経験と発見に基いて、本来持っていた自分の考えから正しい予測へと導かれることが試験の結果から明らかに

なった。

学生たちは、スキナー箱のなかのラットのように 実験のなかでの学習（与えられた環境 における最適行動

の発見）をするだけではなく、実験についての考察（各人が最適行動をとれば全体としてどうなるかなど）を

する。それによって教科書や講義だけでは得られない経済の理解を得られるのが、実験による経済学教育の効

果である。ただし、実験への参加は通常の学習の代替物ではなく補完物であり、通常の授業との適切に組みあ

わせが必要である。また実験に参加した学生が自らの行動を客観的に考えることで実験に関する思考（経済理



図 1 流れ図

論）の考察が深まると考える。

我々は以上の内容を踏まえて、2007年度秋学期よりゲーム理論を用いた複占企業実験を実施した。



図 2 市場実験考察

4 2007年秋学期　複占企業実験の説明

表 1 2007年秋学期：実験参加者数推移

日付 授業 学生参加者数

2007年 10月 18日 1 実験 1 73

2007年 10月 25日 2 実験 2 66

2007年 11月 15日 3 実験 3 48

2007年 11月 29日 4 実験 4 56

4.1 教室実験

実験参加者は京都産業大学の経済学部の 2007 年度秋学期に開講された「ミクロ経済学Ｂ」（担当：小田秀

典）の受講生である。受講生の殆どは経済学部の 2回生であり、約 6割の学生が春学期開講の「ミクロ経済学

Ａ」を受講している。実験は 4つの複占企業実験を実施し、翌週に実験の説明を講義にて行った。

これらの 4つの実験は実験に参加した学生がそれぞれのゲーム理論の背景の学習の手助けになるように設計

されている。

１回目の実験は唯一のベルトラン=ナッシュ均衡を教えること。2回目の実験は２ nd-MoverAdvantageを

用いて、後手の戦略空間を変え時、唯一のナッシュ均衡の移動を教えること、3回目の実験ではクールノーモ

デルを用いて複数のナッシュ均衡の存在と部分ゲーム完全ナッシュ均衡の意味と限界を教えること、そして 4



回目は対称的な囚人のジレンマの中の、複数均衡とナッシュ均衡は必ずしもパレート最適ではないというこ

と、及び実験 1と比較してフォーク定理を教えることである。いずれの実験も実験終了後に解説を行った。

第 1回複占企業実験（2007年 10月 18日）

学生をランダムにＡ社とＢ社に分けて、各人に事前に配布したベルトランモデルの利得表から 1つ販売価格

を選んでもらった。そして実験者がＡ社とＢ社が選んだ販売価格をランダムに組み合わせたのち提示し、各参

加者はその組み合わせから各社の利益を利得表から算出した。実験参加者は 73名で 3セッション実験を行っ

た。なお対戦相手は毎回ランダムに決定される。

第 2回複占企業実験 （2007年 10月 25日）

今回は新たなベルトランモデルの利得表を用いて、Ａ社を先手プレイヤ、Ｂ社を後手プレイヤとして実験を

行った。学生をランダムにＡ社とＢ社に分けて、まずＡ社が利得表から１つ販売価格を選び提出用紙にその価

格を記入する。その後実験者が記録用紙を回収する。回収されたＡ社の決定価格を教室前面に張り出し、その

提示価格を参考にしてＢ社は価格を決定する。実験参加者は 66名で 3セッション実験を行った。なお対戦相

手は毎回ランダムに決定される。

第 3回複占企業実験（2007年 11月 15日）

今回はクールノーモデルの利得表 (図 13)を用いて、Ａ社を先手プレイヤ、Ｂ社を後手プレイヤとして実験

を行った。学生をランダムにＡ社とＢ社に分けて、まずＡ社が利得表から１つ生産数を選び提出用紙にその数

を記入する。その後実験者が記録用紙を回収する。回収されたＡ社の決定価格を、毎回同じ取引相手のＢ社に

その提示価格を見せる。Ｂ社はＡ社の販売価格を参考にして自分の生産数を決定する。実験参加者は 48名で

13セッション行った。なお対戦相手は毎回同じ相手である。

第 4回複占企業実験（2007年 11月 29日)

今回の実験では再びベルトランモデルの利得表 (図 12) を用いて実験を行った。実験参加者は 56 名で 13

セッション行った。今回は先手後手に分かれるのではなく、Ａ社、Ｂ社とも同時に意思決定した。なお対戦相

手は毎回同じ相手である。

4.2 教室実験結果

教室実験１：結果

図 3は実験 1の 2回目の結果である。縦軸はＡ社の販売価格、横軸はＢ社の販売価格を示している。青と

赤のラインがＡ社とＢ社の反応曲線である。ナッシュ均衡は価格 (6,6)である。　結果は価格 5を選んだ学生

が最も多くＡ社とＢ社で 5を提示した学生の数はそれぞれ 40％、37％である。価格 6を提示した学生はＡ社

で 31％、Ｂ社で 44％であった。質問紙調査を読む限りでは、実験を行った時点でナッシュ均衡を導出した学

生は殆どいない。彼らはＡ社とＢ社の利得の差に着目しており、その差が常に 0以上の正の値を示している 5

の値を選択する傾向が見られた。



図 3 教室実験 1：結果

図 4 教室実験 2：結果

教室実験 2：結果

図 4は実験 2の結果である。ナッシュ均衡は (56,56)、ベルトラン=シュタッケルベルグ均衡は (59,57)で

ある。均衡点を選んだ学生の割合は 24 ％、ベルトラン=シュタッケルベルグ均衡を選んだ学生は 12 ％であ

る。72％の学生が反応曲線上に位置している。これは後手であるＢ社の学生が最適反応を選択したことを示

唆する。均衡を下回る数値（56以下）を選択した学生は、対戦相手との「勝ち負け」を優先的に考えている学

生である。またナッシュ均衡を提示する学生の数も多く見られるがこれは前回の実験の解説でナッシュ均衡を

学習したためである。

教室実験 3：結果

図 5は実験 3の結果である。ナッシュ均衡は (8,8)、クールノー=シュタッケルベルグ均衡は (13,5)である。

均衡点を選んだ学生の割合は 10％、クールノー=シュタッケルベルグ均衡を選んだ学生は 67％である。最終

セッションにおいて自分にとって有利な方向へ導こうと試みている後手プレイヤは 2 名（8 ％）である。後



図 5 教室実験 3：結果

図 6 教室実験 4：結果

手プレイヤの中にはセッション 3から自分に有意な方向へ先手プレイヤを導こうとするプレイヤが現れるが、

セッション 11になると、その殆どが均衡点へ収束する。

教室実験 4：結果

図 6は実験 4の結果である。ナッシュ均衡は (3,3),パレート最適は (7,7)である。均衡点を選んだ学生の割

合は 25％、パレート最適を選んだ学生は 11％である。今回も実験 1の結果と同様に対戦相手との「勝ち負

け」を優先的に考え、均衡以下を選択する学生がＡ社の学生のうち 10％見られた。この中には積極的に「自

分の得点を下げてでも相手の得点を下げたい。」という選択をしている学生もいた。

5 質問紙調査から見る 2007年度複占企業実験（教室実験）の総括

実験結果は理論値かならずしも理論予測にしたがっていたとはいいがたい。



第一の原因として考えられることは教育目的の経済実験であるため、学生たちには金銭や成績によるインセ

ンティブは与えなかったために、真剣味が薄れてしまったことを示唆する。第二の原因としては、学生の原因

をしては参加した学生の入れ替わりの多さがあげられる。

　全ての実験終了後に利得表にＡ社とＢ社の反応曲線を書き込んで提出してもらった。実験を重ねるごとに

反応曲線とナッシュ均衡については多くの学生が正しく理解した。しかし前述の実験の意味まで理解する学生

については多く見られなかった。また全ての学生が実験中に意思決定をする度に、自分が利得表からその数値

を選んだ理由を書いてもらった。その理由から学生は現在参加している実験の戦略として前回の実験の最適行

動をとる傾向が強く見られた。例えば実験 3の結果を見てみると、後手プレイヤはシュタッケルベルグ均衡か

ナッシュ均衡に達することで満足してしまっているように見える。これはインセンティブが無いために理不尽

な部分ゲーム完全ナッシュ均衡に達しても、その点から脱出しよう何という気持ちが起こらず、妥協したこと

が示唆される。

　また実験 2 の解説でベルトラン=シュタッケルベル均衡の解説を受けたことが原因して、クールノー=

シュタッケルベルグ均衡を選択することで、自分は正しく理論的な行動をとっているという満足感をえている

ことが示唆される。以上を踏まえると学生のタイプは大きく 4つに分けられる。

1. 新しい実験を取り入れる度に、理論的推測と前回の授業を元に実験環境の中で最適な行動を取る学生。

2. 実験の内容を深く考えることなく前回授業の解説された理論の戦略をとる学生。

3. 実験に参加した回数が少なくランダムな意思決定をする学生。

4. 対戦相手との勝ち負けに注目して意思決定する学生

タイプ 2や 3の学生が多くなるとタイプ１，2の学生はナッシュ均衡やシュタッケルベルグ 均衡を達成させ

てしまうと、それ以外の手番をとりたがらない傾向が見られる。実験の意図を正しく推測し理論背景に気がつ

く学生は少数であるが、彼らはタイプ 3の学生の行動に対して最適反応をとること出来る。しかしタイプ 2の

学生は実験の意図についての理解が、あやふやである為にタイプ 3の学生と対戦すると、相手も知っていると

予想されるナッシュ均衡へと導こうとする。加えてタイプ 4の学生にとってナッシュ均衡は意味を持たないの

で、均衡からさらに低い値に移動する場合も見られた。

6 経済実験室での複占企業実験

教室実験の対照実験として経済学部と経営学部の学生を対象として実際に謝金を支払い以下の 4つの実験を

行った。実験は zTreeを使ってプログラムを作成し、2008年 2月 20日に京都産業大学経済実験室（ＫＥＥ

Ｌ）で行われた。

1. 実験１ 　ベルトランモデル複占企業実験　（ランダムマッチング:図 12使用)

2. 実験２　ベルトラン=シュタッケルベルグ複占企業実験　（先手後手ランダムマッチング：図 12使用）

　

3. 実験 3　クールノー=シュタッケルベルグ複占企業実験　 (繰り返し先手後手：図 13使用)

4. 実験 4　ベルトランモデル複占企業実験　 (繰り返し囚人のジレンマ：図 (12使用）

実験内容はほぼ教室実験を踏襲している。実験に参加したグル-プは経済、経営学部の学生ばかりの集団から

なる 20名である。



図 7 実験室実験 1：結果

図 8 実験室実験 2：結果

今回使用した利得表は、実験 1,2,4は教室実験の 4回目の実験に用いた利得表と同しものを使った。実験 3

については教室実験で使用したものと同じ利得表を用いた。

実験室実験 1：結果

図 7 実験室実験１の 11 セッションの結果である。ナッシュ均衡は (3,3), パレート最適は (7、7）である。

均衡点を選んだグループＡの学生の割合は 50％、グループＢの学生の割合は 70％であった。パレート最適

を選んだ学生はともに 0％であった。

実験室実験 2：結果

図 8は実験室実験 2のセッション 14の結果である。ナッシュ均衡は (3,3),ベルトラン=シュタッケルベル

グ均衡は (5、4）である。均衡点を選んだ学生の割合はグループＡは 0％、グループＢで 30％であった。ベ

ルトラン=シュタッケルベルグ均衡を選んだ学生はグループＡで 70％、グループＢで 60％であった。グルー



図 9 実験室実験 3：結果

図 10 実験室実験 4：結果

プＢの学生の 70％は反応曲線上の値を提示している。

実験室実験 3：結果

図 9は実験室実験 3セッション 11の結果である。ナッシュ均衡は (8,8),クールノー-シュタッケルベルグ均

衡は (13、5）、パレート最適は（6,6）である。均衡点を選んだ学生の割合はグループＡ 0％、グループＢ 10

％であった。クールノー=シュタッケルベルグ均衡を選んだ学生はグループＡで 20％、グループＢで 10％で

あった。サークル 1で示されるように 50％のＢ社が不平等な部分ゲーム完全ナッシュ均衡から脱出するため

の誘導を行っている。またサークル 2で示されるように、後手プレイヤが先手プレイヤの提示数と同じ数を提

示することで、ナッシュ均衡、及びパレート最適へと誘導する傾向も見られた。



実験室実験 4：結果

図 10は実験室実験 4セッション 13の結果である。ナッシュ均衡は (3,3),パレート最適は (7、7）である。

均衡点を選んだ学生の割合はグループＡ 50％、グループＢ 50％であった。パレート最適を選んだ学生はグ

ループＡで 10％、グループＢで 10％であった。

7 教室実験と実験室実験との比較と問題点

実験結果の比較

2007年度実験

経済実験室で行われた実験結果と授業で行った実験を比較すると, 貨幣インセンティブを用いること、つま

り効用関数を各参加者に当てはめることで、学生は実験の目的を一定の方向に明確にすることが可能となり、

実験結果がより経済理論の結果に近づくことが明らかになった。

• 実験 1における「勝ち負け」で意思決定する学生が減少した。

• 実験 2におけるシュタッケルベルグ均衡に達する率の増加

• 実験 3におけるクールノー=シュタッケルベルグ均衡を選ぶ割合の低下、不平等な部分ゲーム完全ナッ

シュ均衡からの脱出

以上の三つの点で明確な違いが見られた。教室実験では学生が各自で勝手に目標を作ってしまうために、単純

な理論予想が実現しづらくなる。ゆえに「ジレンマ」や「かけひき」を深刻に考えない単純な理論予想は、実

験室実験のほうが実現しやすくなる。例えば実験 1は、教室実験は理論予測とは異なる結果となり、実験室実

験では理論予測に即した結果となっている。これは各学生が利得最大化を目指すのではなく、相手に対して勝

つことを目指したからである。一方で実験 3では、教室実験では先手有利な部分ゲーム完全ナッシュ均衡にな

る結果となり、実験室実験では理論予測とは異なる結果となった。これは貨幣インセンティブがある場合は、

自分の不利な部分ゲーム完全ナッシュ均衡をそのまま受け入れることを望まないからである。

以上のことをまとめると表 2のようになる。実験内の学習効果に関しては教室実験については、実験結果そ

のものが違っているので、その中で参加した学生が学び取ることの違いは大きい。教室実験では各人の目標を

達成するための学習をする傾向が強く、実験室実験では協力達成への学習をする（その結果、ナッシュ均衡に

気がつく。）ことが多いが一概に学習効果があったとは言いがたい。学生にとって実験室実験では、学習する

ことが目的ではないので、強く学習したことをアンケートで主張することはないが、ゲーム内の行動をみると

学習した結果の行動であることが推測される。

実験１ 実験 2 実験 3 実験 4 学習効果

教室実験 × × ○ ○ △

実験室実験 ○ ○ × ○ ○?

表 2 教室実験と実験室実験の比較表



図 11 2008年度実験結果比較

2008年度実験

2008 年度は、2007 年度とは違って、教室実験も実験室実験も同じ利得表 (図 12) を用いて実験を行った。

2008年度の教室実験参加者は 140名、実験室実験の参加者数１８名である。

図 11は左図が教室実験の提示価格推移、右図が実験室実験の提示価格推移である。両者を比べると、「相手

に勝てる点」である「2」(2007年の実験 1の「5」に相当）の提示をする学生が教室実験では、回数を増すご

とに増加していく。一方で実験室実験では 2を提示する学生は殆ど見られない。貨幣インセンティブによって

実験も目的をはっきりすることで、参加者の意思決定は大きく変化する。両者の間には、貨幣インセンティブ

の存在以外に、参加者数の規模の違いも挙げられるがこれは、第 1 回目の意思決定を見ても実験室実験では

「2」を提示している学生はいないことから、貨幣インセンティブの影響が大きいといえる。

今後の問題点

貨幣インセンティブが実験結果に影響を与えたという事は必ずしも正しいとはいえない。なぜならば教室実

験と経済室実験を比較して実験環境にいくつかの違いが存在するからである。

まず１つ目は実験参加者の入れ替わりが挙げられる。教室実験では参加者の入れ替わりが激しく、常に初め

て実験に参加する学生と対戦する可能性がある。つまり学生は自分がいままで経験したり学習したことを対戦

相手も知っているとは限らないと考える。一方、実験室では、常に同じ人数で行われるために、学生は自分と

同じ状況の対戦相手と実験するという事が容易に分かる。

2つ目は実験、教室実験ともに学生は他者の取引結果を比較できる。その為に利得表の構造や実験の意味を

考えず、他の学生の結果と同じ行動をとることが出来る。教室実験と実験室実験の参加者の違いによる提示結

果の数が、意思決定に影響を与えていることは無視できない。とくにこの問題は学生が実験を通してナッシュ

均衡や実験の構造を学習するために実験を行うという目的に反して、ひとつひとつの意思決定や結果の意味を

考える機会を喪失させていると言える。3つ目は教室実験では実験と実験の間に実験の解説を挟んでいる。教

室実験では前回の授業の解説に意思決定が影響を受けている可能性がある。一方実験室実験では実験と実験の

間に実験について考える時間はあったものの、実験の解説は受けていない。

以上の問題点を解消する必要がある。
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図 12 利得表 1



図 13 利得表 2


